
給与支払報告書の書き方

(受給者番号)

内

(摘要)

(右詰で記載してください。)

（摘要）に前職分の加算額、支払者等を記入してください。

※ ※　　種　　　　別   . ※ 整 理 番 号 . ※

※区分
(個人番号) 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2
(役職名)

(フリガナ) カ ツ ヤ マ タ ロ ウ

勝 山 太 郎
種 別 支 払 金 額

給 与 所 得 控 除 後 の 金 額
( 調 整 控 除 後 )

所得控除の額の合計額 源 泉 徴 収 税 額
内 円 円 円 円

7,000,000 5,200,000 4,105,000 0
控 除 対 象 扶 養 親 族 の 数 障害者の数

老人 特   定 老　   人 その他 特　親 特   別 その他

有 従有 円 人 従 人 内 人 従 人 人 従 人 人 従 人 人内 人 人 人

特定親族特別控除の額 社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額
円 内 60,000 円 円 円 円

510,000 605,000 120,000 50,000 54,750

円 円 円 円 円

80,000 100,000 80,000 100,000

年月日 円

4 1 10
円 年月日 円

170,000
円 円 円

円 円

個人番号 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 630,000 0
(フリガナ) カ ツ ヤ マ カ ズ オ (フリガナ) カ ツ ヤ マ ハ ル コ

5 人 目 以 降 の 控 除 対 象
扶 養 親 族 の 個 人 番 号

氏名 勝 山 和 夫 氏名 勝 山 春 子
個人番号 個人番号 6 5 4 3 2 1 0 9 8 7 6 5
(フリガナ) カ ツ ヤ マ イ チ ロ ウ (フリガナ) カ ツ ヤ マ ナ ツ コ

氏名 勝 山 一 郎 氏名 勝 山 夏 子
個人番号 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 個人番号 7 6 5 4 3 2 1 0 9 8 7 6
(フリガナ) カ ツ ヤ マ ジ ロ ウ (フリガナ) カ ツ ヤ マ ア キ コ

氏名 勝 山 二 郎 氏名 勝 山 秋 子
5 人 目 以 降 の 16 歳 未 満
の 扶 養 親 族 の 個 人 番 号

個人番号 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 個人番号 8 7 6 5 4 3 2 1 0 9 8 7 (1)112345678901

(フリガナ) (フリガナ) カ ツ ヤ マ フ ユ コ (退)100200300400

氏名 氏名 勝 山 冬 子
個人番号 個人番号 9 8 7 6 5 4 3 2 1 0 9 8

本人が障害者

就職 退職 年 月 日 元　号 年 月 日

○ 7 4 1 昭和 40 1 1
個 人 番 号 又 は
法 人 番 号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

住 所 ( 居 所 )
又 は 所 在 地 勝山市元町１丁目△番□号
氏 名 又 は 名 称 □□□商事株式会社 (電話) 〇〇〇-〇〇-〇〇○○

⑧

支 払
を 受 け
る 者

住

所
勝山市元町〇丁目〇番〇号

氏

名

給料・賞与

(源泉)控 除対象配偶 者 配 偶 者 ( 特 別 )
控 除 の 額

16歳未
満扶養

親族の数

非居住者
である

親族の数
（配 偶 者 を 除 く。） (本人を除く。)

の 有 無 等 .

○ 380,000 1 2 1 5 1 1 2

普F　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜前職分＞㈱△△△△　　支払金額 　  1,980,000円
（１）勝山　幸子（年少）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会保険料　  195,000円
（退）勝山　三郎　H10.8.6 特障 400,000円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　源泉徴収税額　25,000円

生命保険
料の金額
の内訳

新生命
保険料
の金額

旧生命
保険料
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適用数
1

居住開始年月
日(1回目)

住宅借入金等
特別控除区分

(1回目)
住(特特)

住宅借入金等
年末残高
(1回目)

住宅借入金
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可能額

居住開始年月
日(2回目)

住宅借入金等
特別控除区分

(2回目)

住宅借入金等
年末残高
(2回目)

(源泉・特
別)控除
対象配
偶者

(フリガナ) カ ツ ヤ マ セ ツ コ

区
分 配偶者の

合計所得

国民年金保険
料等の金額

旧長期損害
保険料の金額

360,000氏名 勝 山 節 子
基礎控除の額

所得金額
調整控除額
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）

  個人番号、フリガナ、生年月日、支払者の個人番号又は法人番号を必ず記載ください。

住所           令和８年１月１日現在の住所（退職された方は、退職日現在の住所）を番地・アパート名・部屋番号まで詳細に記載（勝
             山市以外の住所の方は、該当の市区町村へ提出してください）。

(源泉)控除対象配偶者     控除対象配偶者又は源泉控除対象配偶者を有する場合は、「〇」を記載。
の有無等            老人控除対象配偶者に該当する場合は、老人欄にも「〇」を記載。

特定親族特別控除の各欄  特定親族特別控除対象親族を有する場合、国税庁ホームページ「令和７年分給与所得の源泉徴収票等の法定調書の作成と
             提出の手引」を参照して対象となる人数と特定親族特別控除の合計額を記載。

社会保険料等の金額    小規模企業共済等掛金がある場合は、上段の内書にその金額を、下段に他の社会保険料との合計額を記載。

住宅借入金等       住宅借入金等特別控除の適用がある場合、国税庁ホームページ「令和７年分給与所得の源泉徴収票等の法定調書の作成と
特別控除区分       提出の手引」を参照して区分を記載。     

扶養親族等の各欄     （源泉）控除対象配偶者又は配偶者特別控除の対象となる配偶者、控除対象扶養親族、特定親族及び１６歳未満の扶養親
             族の氏名、フリガナ及び個人番号を記載。
             特定親族特別控除対象親族の場合は特定親族特別控除額の額に応じて「１０～９１」を記載。
             対象者が非居住者（国内に住所がない等）で、配偶者及び１６歳未満の場合は区分欄に「〇」を記載、配偶者、特定親族
             特別控除対象親族及び１６歳未満以外の場合は区分欄に「０１～０４」を記載。区分の詳細は、国税庁ホームページ「令
             和７年分給与所得の源泉徴収票等の法定調書の作成と提出の手引」を参照。

配偶者の合計所得欄    控除対象配偶者又は配偶者特別控除の対象となる配偶者の合計所得金額を記載。
             年末調整を行っていない方が源泉控除対象配偶者を有している場合は、所得の見積額を記載。

摘要欄          【１】控除対象扶養親族又は１６歳未満の扶養親族が５人以上いる場合
                ５人目以降の対象者の氏名を記載。このとき、氏名の前には括弧書きの数字を付し、       欄に記載する
                個人番号との関係がわかるようにしてください。
                また、１６歳未満の扶養親族の場合には「（年少）」、非居住者の場合には「（非居住者）」と付記、特定親族特
                別控除対象親族の場合には「（１０～９１）」の該当する区分を付記してください。
                ※摘要欄には個人番号記載せず、       欄に記載。
             【２】普通徴収とする場合
                普通徴収切替理由書の該当する符号（普Ａ、普Ｂ等）を記載
             【３】他社分を含んで年末調整した場合
                中途就職者の前職分など、他社分の給与を含んで年末調整した場合は、＜前職分＞と記載し、給与の支払者、支払
                金額、社会保険料及び源泉徴収税額を必ず記載。
                ※記載がないと、支払金額等に前職分が含まれているかの判断ができません。
             【４】本人の合計所得金額が１，０００万円を超え、合計所得が５８万円以下の配偶者を有する場合、
                配偶者控除の対象外ですが、障害者、特別障害者又は同居特別障害者控除の対象となります。
             【５】退職手当等(源泉徴収されたものに限る)のある配偶者(退職所得を除いた合計所得金額が１３３万円以下)又は扶養親
                族（退職所得を除いた合計所得が５８万円以下）もしくは特定親族（退職所得を除いた合計所得金額が１２３万円
                以下）がいる場合には、その者の氏名（氏名の前に（退）と記載）、続柄、生年月日、障害の区分、退職所得を除
                いた合計所得金額等を記載し、個人番号を    欄に記載。また、そのことにより、納税者が寡婦やひとり親に
                該当する場合は「寡婦」・「ひとり親」と記載。

中途就・退職       中途就職又は退職の場合には、年月日を記載。
             両方に該当する場合は、両方とも〇を付け、それぞれの年月日を２段書きで記載。
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【注意事項】
・給与支払報告書の訂正分を提出する場合、摘要欄に「訂正分」と朱書きしてください。

・印字の状態により文字が正確に読み取れない場合があります。印字のズレやかすれ等がないか、提出前に一
 度ご確認をお願いします。


